
令和7年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業一覧 R7.8.28（木）更新

1
低
所
得

物価高騰低所得世帯給付
金、定額減税補足給付金（不
足額給付）
【福祉総務課】【税務課】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　4643世帯×30千円、子ども加算
314人×20千円
定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　3200人(92000千円）
のうちR7計画分
事務費　11549千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4643世帯）、定額減税を補足する給付
（うち不足額給付）の対象者数（3200人）

対象世帯に対して令和7
年4月までに支給を開始
する

R7.2 R7.12         249,119,000         249,119,000 現在、事業実施中 ―
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学校給食提供支援事業
【農林水産課】

⑥農林水産業における物価
高騰対策支援

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け、消費が低迷してい
る地場農畜産物の生産者や事業者の支援と学校給食を通じた食育推進の
観点から、地場産物を使った学校給食の提供に係る経費を支援する。
②負担金補助及び交付金
③学校給食に係る地場産物の材料費等　2,500千円
④市立高津学校給食センター及び美都給食調理場（教職員は含まない）

地元生産者等への支援
及び児童・生徒への食
育推進にかかる額：
2,500千円

R7.4 R8.3 2,500,000 1,301,000 現在、事業実施中 ―
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経済回復支援事業
【産業支援センター】

⑦中小企業等に対するエネ
ルギー価格高騰対策支援

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた地域経済の回復
及び地域産業の活性化を図る。
②③消費の喚起による地域経済の回復に向けた商品券発行事業等に係る
費用
　上限3,000千円、見込2,500千円×2件
④益田商工会議所、美濃商工会又は益田市商店会連合会

支援事業数　2件 R7.4 R8.3 5,000,000 5,000,000 現在、事業実施中 ―
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学校給食費負担軽減事業
【教育総務課】

②エネルギー・食料品価格
等の物価高騰に伴う子育て
世帯支援

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて値上げした学校
給食費に係る保護者負担の軽減を図る。
②物価高騰により値上げした小中学校の給食費の減免に係る費用
③小学校：33円（給食費増額分）×2,380食×200日×2/3＝10,472千円
　 中学校：37円（給食費増額分）×1,360食×200日×2/3＝6,710千円
④益田市学校給食会（教職員の給食費は含まない）

給食提供数に対して過
不足なく、保護者が負担
する給食費増額分の
2/3にあたる部分を市に
おいて負担する。

R7.4 R8.3 17,182,000 17,182,000 現在、事業実施中 ―
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物価高騰対応学校給食安定
供給支援事業
【農林水産課】

⑥農林水産業における物価
高騰対策支援

調整中

※上記事業については、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の活用を予定している事業となりますが、事業の実施状況等により交付金を充当しない場合もあります。

予定事業
終期

（年月）

効果検証
【担当課評価】

【対象者等からの評価】

交付金
充当予定額（円）

実施状況Ｎｏ 枠 交付対象事業の名称
【担当課】

「実施計画」策定時の事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

予定事業
始期

（年月）

総事業費
（円）

（予算額）
成果目標
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